
健康保険適用除外ができる場合について 
（平成 17年 12月 15日厚労省国保課の通達より） 

 

国保組合は全国に１６４団体 

医師４７、歯科医師２７、薬剤師１８、建設３２、 

一般４０（理容、美容、芸能、弁護士など） 

 うち、建設関係の国保組合は、３２団体 

 全建総連関係の 

建設国保組合：２２団体 

(東京土建国保含む) 

全建総連以外の 

建設国保組合：１０団体 

 

健康保険適用除外は、「国保組合」に認められている制度で、事業主が健康保険

適用除外承認を「申請」し、それを年金事務所が「承認」するしくみです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A さん 

個人事業主(5 人未満) 

土建国保加入 

 「Ａ建設株式会社」を設立し事業スタート 

設立前に既に国保組合に加入しているＡさん

は、健康保険適用除外承認が受けられます。 

要 件 

●法人設立より前に土建国保に入っていること。 

●事実発生日から 5日以内に届け出をすること。 

 

→「Ａ建設株式会社」は、土建国保＋厚生

年金の事業所になりました。 

Ｂ さん 

建設職人 

江戸川区国保に加入中 

「Ａ建設株式会社」に採用されたＢさんは、健

康保険適用除外承認が受けられます。 

要 件 

●事実発生日から 5日以内に届け出をすること。 

 

Ａ建設株式会社に採用された 

公営国保 

健康保険(協会けんぽ) 

国保組合 

国民健康保険 

国民年金 

厚生年金 

これが「健康保険適用除外」です 



 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

ご相談やお手続きは、組合へ！ 

東京土建江戸川支部 

☎０３－３６５５－６４４８ 

 

Ｃ工務店株式会社 

 

社会保険（協会けんぽ）＋厚生年金 
 

Ｄ さん 

建設職人 

東京土建国保に加入中 

Ｃ工務店株式会社に採用された 

採用前から、既に国保組合に加入しているＤさんは、

健保適用除外承認が受けられます。  

要 件 

●事実発生(採用)より前に土建国保に入っていること。 

●事実発生日から 5日以内に届け出をすること。 

 

→「Ｃ建設株式会社」は、 

Ｃ社長：社会保険＋厚生年金 

Ｄさん：土建国保＋厚生年金 

の事業所になります。 

Ｃ社長 


